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情報技術活用教育から情報活用教育へ

産業情報学科の開設
経営学教育における情報教育の内容ならび
に方法をいかように組み立てるべきか。古く
て新しい問題と言える。『産研論集』閉刊に
当たり，経営学部産業情報学科開設の末席を
汚した当事者として，その経験に鑑みて，本
稿においてこの問題についての現時点での認
識を提示しておきたい。この成果が，経営学
教育の一環として行われるべき向後の情報教
育の実践に活かされることを切に望むもので
ある。
1997年（平成9年）4月，産業情報学科が経
営学部に開設された。開学時，東北・北海道
における唯一の経営学部として出発した札幌
大学経営学部は，情報技術が有する経営管理
ツールとしての可能性に早くから注目し，実
習施設の拡充ならびに教員の確保を図りつ
つ，情報教育の実践に注力してきた。一方，
経済・産業社会では情報技術の活用がさまざ
まな分野で急速に進展していて，それを担う
人材に対するニーズが高まっていた。内部的
にはそれまで札幌大学が培ってきた教育資産
を活かし，外部的には情報技術活用に対する
社会の期待の高まりに応えるべく，われわれ
は，産業情報学科の設置を企図したのであっ
た。
産業情報学科のカリキュラム編成に当たっ
ては，当然のことながら，そのときどきにお
ける情報技術の利用動向についての認識が踏
まえられなければならない。すなわち，情報
技術がいかなる意味において企業経営を革新
するツールと理解されていたのかということ
が大切になってくる。開設準備作業を進めて

いたときの手元メモに依れば，それは次の2
点であった。
①	経営戦略のためのコンピュータ・ネット
ワークの利用

②	ユーザ・コンピューティング（End	User	
Computing	:	EUC）の普及

まず，産業情報学科のカリキュラムの編成
に当たっては，コンピュータ・ネットワーク
の戦略的活用ということが意識されていた。
今日のような形でインターネットが普及する
以前の1990年代から，コンピュータ・ネット
ワークの戦略的活用が喧伝されるようになっ
ていた。すなわち，コンピュータ・ネット
ワークを単に業務の合理化や効率化を図るた
めの手段に留めるのではなく，それを新たな
取引形態や事業構築に応用することによって
市場における企業間の競争関係それ自体を作
り直してしまおうという意図である。ちょっ
と懐かしいが戦略的情報システム（Strategic	
Information	Systems	:	SIS）なる経営情報シ
ステム概念が注目を浴びていたころの話であ
る。
カリキュラム編成に際しての第2の着眼点
は，ユーザフレンドリなソフトウェアの普
及，あるいはコンピュータの低廉化によって
情報技術が，企業においては一般利用者部門
に普及・拡大していっていたという点であ
る。特にわれわれはこの点を重視した。なぜ
ならば，企業で経営戦略の企画や開発に携わ
るのは情報技術の専門家ではなく，利用者部
門の人々であり，こうした人々が使い易い情
報技術の普及は，その戦略的活用にとって大
切なことであるからである。

─産業情報学科からの教訓─
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情報技術利用に係るこれら2つの動向につ
いての認識をもとに，カリキュラムの編成，
教員配置，実習教育の展開方法などに工夫を
織り込む形で産業情報学科の構想がまとめら
れたのである。畢竟，全体的には，それまで
の本学経営学部経営学科における経営学教育
ならびに情報教育それぞれの実績を時代の要
請に合致するよう融合した，全国的に見ても
非常にユニークな新学科構想であったように
考えるのである。しかしながら，その実践の
方向性，すなわち情報教育の進め方におい
て，今一段の熟考と工夫が必要であったよう
にも思うのである。

情報技術教育から情報活用教育へ
一般に，広く情報教育は“情報技術”活用
教育と“情報”活用教育という2つの方向で
鼎立しうるものと考える。ここで，情報技術
活用教育とは，情報技術それ自体の活用に関
わる教育をさす。それは，基本的にはハード
ウェア教育とソフトウェア教育の2つの側面
から構成される。ハードウェア教育とは，情
報機器それ自体の仕組み・構造に係る知識の
教育であり，ソフトウェア教育はプログラミ
ング教育が主に含まれる。一方，情報活用教
育は，情報技術を活用したデータや情報の処
理に関わる教育を指す。この二分法は乱暴に
過ぎるかもしれないが，経営学教育の一貫と
しての情報教育は，情報技術活用教育ではな
く，情報活用教育の方に重点が置かれるべき
ものと考える。
わが国の，いわゆる文系大学・学部におけ
る情報教育は，どちらかというと，情報技術
教育の方に重きが置かれて今日に至っている
と理解することができる。その理由を2点指
摘できる。
第1の理由として，情報技術や情報システ
ムが経済社会に急速に浸透するところとな
り，情報技術者に対する需要が急速に高まっ
たがゆえに，文系教育機関がその人材の大き
な供給源としての役割を担ってきたという点
を挙げることができる。第2の理由として，
その教育の担い手の多くが理工系教育機関か

ら供給された点を挙げることができる。これ
らは，経営学部あるいは経済学部などの文系
学部に情報系学科を開設・設置した大学が多
かれ少なかれ遭遇した，言うなれば構造的問
題なのであった。こうした歴史的経緯によっ
て，わが国において，経営学教育の一貫とし
ての情報教育が情報技術活用教育に偏してし
まったのは止むを得ないところであったのか
もしれない。
産業情報学科における情報教育の実践にお
いても，情報技術教育の側面においては一定
の成果は達成しえたが，情報活用教育の側面
においては，十分な成果を達成し得なかった
部分も多々あったように思うのである。それ
らすべてを限られた紙幅の中で詳細に論じる
ことは出来ないので，それは他日を期すとし
て，ここでは2点，記録に留め置くこととし
たい。
第1に，産業情報学科の情報教育実践にお
いては，情報活用の規範的問題に係る教育が
脆弱であったように総括できる。
経営学教育の一環として行われる情報教育
においてとかく忘れられがちな，あるいは敬
遠されがちな“徳目”がある点について，良
い機会であると考えられるので言及しておき
たい。当時，この問題が経営学教育の一つの
徳目として公式的に取り上げられ，世間の関
心を呼ぶことはなかった。しかしながら，今
日のようにインターネット，モバイルフォン
あるいはモバイルコンピュータが広く普及
し，またIoT（Internet	of	Things）が声高に
喧伝される状況下においては，それは，決し
て座視してはいけない，経営学教育の文脈で
行われるべき情報活用教育の重要な話題と言
える。それは，一片の“情報リテラシ教育”
という範疇で片づけては決してならない，多
少誇張して言えば，企業経営手法のスタン
ダードの正当性あるいは企業倫理の有様に関
わる深刻な問題である。
ある日突然，○○社のコールセンターから
電話がかかってきて，金融・保険商品や不動
産の購入を勧められる。あるいは“この本
を読んでいる人はこんな本も読んでいる”
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などと，通販大手のWebサイトから告げら
れる。余計なお世話としか言いようがなく，
迷惑極まりないことであると思ってしまうこ
とがたびたびある。これらの例のように，企
業が個人の生活領域にズケズケと入ってく
るといったようなことが，CRM（Customer	
Relationship	Management），パーソナルマー
ケティングあるいは顧客創造の名の下に常態
化してしまっている。むしろ，称賛，推奨さ
れている様相すら感じられる。個人情報を有
効に，文字通り“活用”しているのである。
こうしたことは許されるべきことなのか。自
粛あるいは規制するとしたならば，どのよう
な倫理規範や法に則って実施すべきなのか。
もう1つ例を挙げておく。上でSIS概念に言
及した。アメリカン航空のCRS（Computer	
Reservation	System：座席予約システム）
を 基 幹 と す るSABRE（Semi-Automated	
Business	Research	Environment）システム
は，予約端末を旅行代理店に開放することに
よって，世界中で瞬時に航空券の予約を可能
にした。今では馴染みのシステムである。そ
の際，アメリカン航空は，旅行代理店の都合
（航空各社の端末を狭いスペースにすべて置
けない）に配慮してその端末で他社便も扱え
るようにした。すなわち，ある一定の日時の
範囲で移動区間を入力すると，他社便も含め
て候補フライトがディスプレイ上にすべて表
示されるようになっていた。その場合，多少
なりともプログラミング作成の経験がある者
ならばだれでも経験することであるが，フラ
イトの表示順序が問題になる。同社は，航空
会社記号を使ってフライトを表示するアルゴ
リズムを組み込んだ。そうすると，常に上位
にアメリカン航空（AA）のフライトが表示
されるので，旅行代理店のオペレータはつい
ついAAのフライトから予約を入れていって
しまう。たかがアルゴリズムの問題とはい
え，このような予約システムは倫理的に許さ
れるのか。ちなみに，このシステムは米国公
正取引委員会によって独占禁止法違反の烙印
を押された。
筆者も含めて，このSABREシステムはSIS

の成功事例としてよくよく喧伝されたが，情
報倫理的側面についてはほぼ関心を呼ぶこと
はなかった。
さらには，個人情報漏えい，情報改竄，情
報隠ぺいあるいは“やらせ”メール事件など
といった，いわゆる情報インシデントの防止
ならびに回避に係る教育も，情報活用教育の
中に含めて取り組んでいくべきと考える。
第２に，産業情報学科の情報教育実践にお
いては，情報の品質評価に係る教育も脆弱で
あった。これには，品質向上の方法について
の教育も含まれる。
情報品質は，普通「情報の消費者による利
用にとっての適合性」[Wang（1998）,p.60]
と考えられる。また，OECD（2003）は，デー
タ品質（Data	Quality）を「利用者にとって
の必要性との関係で決まってくる“利用に
とっての適合性”」と定義している．どちら
の定義にも共通している点は，品質評価の多
次元性を前提にしているという点である。例
えば，紙幅の都合で詳細は避けるが，関連性，
正確性，一貫性，客観性，簡潔性あるいは適
宜性などといった品質評価項目が取り上げら
れている。言うなれば，利用目的や人によっ
て要求される情報やデータの評価項目ならび
にその水準は異なってくるということであ
る。こうした情報品質概念の理解の上に立っ
て，自らにとっての必要性を特定する方法を
教育することが必要である。そのための学科
目は新たに起こす必要はなく，既存の学科目
の中で考慮していけば良いだけである。各教
科の担当者がその気にさえなれば済む話であ
ろう。例えば，統計学は情報品質そのものに
関わる学問領域であろうし，会計学も財務情
報の品質を保証するための学問領域とも考え
られる。あるいは，小生のような，「経営情
報論」，「情報セキュリティ」，「Webマーケ
ティング」，「情報セキュリティ」などといっ
た教科の担当者であれば，上の事例に言及す
れば済むだけのことである。問題は，一大学，
学部あるいは学科としてそのことに関して意
義・必要性の共有，合意形成ができるかどう
かであろう。もちろん，この点について，一
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教員として努力を十分に果たし得ていたかと
いうことについて忸怩たる思いも残るのであ
る。
ともかく，このような観点での情報活用教
育を構想することがあり得るのであるが，こ
の点も脆弱であった。

ITガバナンスから情報ガバナンスへ
上の2つの問題はいずれも“情報統治（In-

formation	Governance）”に関わる問題であ
る。“ITガバナンス（	IT	Governance）”が
関心を呼ぶことはあっても，情報ガバナンス
の重要性に関心が寄せられることはない。「ガ
バナンスとは，ステークホルダーのニーズ
や，条件，選択肢を評価し，優先順位の設定
と意思決定によって方向性を定め，合意した
方向性と目標に沿ってパフォーマンスやコン
プライアンスをモニタすることで，事業体の
目標がバランスを取って，合意の上で決定さ
れ，達成されることを保証するものである．」
（ISACA（2012）,p.31,同訳書,p.37）
情報技術がこれだけ広範に普及している今
日においては，もちろんそのガバナンスも大
切である。しかし，それ以上に情報ガバナン
スが重要である。なぜならば，ある組織がど
んなに最先端あるいは高性能の情報技術や情
報システムを保有あるいは構築していても，
それが品質の高い情報を活用しているとは限
らないからである。高価な情報化投資がそれ
に見合う成果を生み出していないということ
は良く起こりうる。
したがって，情報ガバナンスの有様に着眼
したカリキュラムが必要になってくるのであ
る。
以上，産業情報学科の経験に鑑みて，向後
の情報活用教育の改善方策を2点提示させて
もらったが，この教訓が他日，どこかで活か
されることを切に望むものである。
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